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はじめに 

 

公立病院は地域医療の確保のために重要な役割を果たしているものの、多くの公立病院

において経営状況の悪化や医師不足等のために医療提供体制の維持が厳しい状況になっ

ていたことから、総務省は 2007（平成 19）年 12 月に「公立病院改革ガイドライン」を、 

2015（平成 27）年 3 月に「新公立病院改革ガイドライン」を発出し、２度にわたって公立病院

改革プランの策定を求めました。 

しかし、その後も医師・看護師等の不足、人口減少・少子高齢化に伴う医療需要の変化等

により、全国的に多くの公立病院が持続可能な経営を確保できない状況になっています。 

また、新興感染症拡大時に公立病院が果たす役割の重要性が改めて認識されるととも

に、病院間の役割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保などの取組みを平時から

進めておく必要性が浮き彫りとなりました。 

今後も医師の時間外労働規制への対応など、更に厳しい状況が見込まれることから、

2022 年（令和 4 年）3 月、総務省は「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公

立病院経営強化ガイドライン」（以下、ガイドライン）を発出し、令和 5 年度までに公立病院経

営強化プランを策定することを求めました。 

 

当院では、これまで伊賀市立上野総合市民病院改革プラン（平成 21 年度～平成 23 年

度）及び第２次伊賀市立上野総合市民病院改革プラン（平成 29 年度～令和 2 年度）を策

定し、医療提供体制の向上と経営の安定化に努めたことにより、平成 30 年度に 13 年ぶりに

赤字経営から脱却することができました。 

しかしながら、その後、新型コロナウイルス感染症による患者の受診控え等の影響により患

者数が減少し、医業収益も減少していることから、現状のまま推移すれば経営の悪化が予想

されます。加えて、総務省が示すように、医療機関を取り巻く環境は更に厳しさを増すことか

ら、ガイドラインに基づき、伊賀市立上野総合市民病院経営強化プランを策定することとしま

した。 

このプランの実施期間は令和 5 年度から令和 9 年度までとし、情勢の変化等に応じて、必

要な場合は見直すこととします。 

また、今後の人口減少や高齢化等による医療需要の変化、伊賀地域医療構想調整会議

での医療提供体制の方向性等を見据えながら、長期的な視点で当院のあるべき姿を検討し

ていきます。 
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公立病院経営強化プラン伊賀市立上野総合市民病院の現状 

 

 

 

団    体    名 三重県伊賀市 

プ ラ ン の 名 称 伊賀市立上野総合市民病院経営強化プラン 

策    定    日  令和 5 年 月 日 

計  画  期  間  令和 5 年度 ～ 令和 9 年度 

 

 

 

病

院

の

現

状 

病 院 名 伊賀市立上野総合市民病院 現在の経営形態 公営企業法財務適用 

所 在 地 三重県伊賀市四十九町 831 番地 

病 床 数 

病床種別 
一般 療養 精神 結核 感染症 計  

241 40    281 

一般・療養病床の

病床機能 

高度 

急性期 

急性期 回復期 慢性期 計※ ※一般・療養病床の

合計数と一致すること 

 241 40  281 

診療科目 科目名 

内科、脳神経内科、循環器内科、腫瘍内科、消化器・肝臓内科、外科、肛門

外科、整形外科、脳神経外科、婦人科、小児科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚

科、泌尿器科、麻酔科、放射線科、リハビリテーション科、救急科、ペインクリニ

ック内科（計 20 科目） 

 

 

  伊賀市立上野総合市民病院の理念 

 

    三重県西部地域の基幹病院として、 

    全人的医療を提供し、 

    広く市民に信頼される病院であること。 

 

  基本方針 

・ 患者さまの人権を尊重した医療、看護を提供します。 

・ 保健予防活動を推進し、地域の健康増進を図ります。 

・ 専門能力の向上を図り、高度で良質な医療を提供します。 

・ 保健医療機関などと連携し、開かれた病院づくりに努めます。 

・ 効率的で安定した病院経営の確立に努めます。 

 

 

団体コード ２４２１６１ 

施設コード ００１ 
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(１)

役

割 

・

機

能

の

最

適

化

と

連

携

の

強

化 

 

① 地域医療構

想を踏まえた

当該伊賀市

立上野総合

市民病院の

果たすべき 

役割・機能 

伊賀市の高齢化率は既に 30%を超え、人口も 2010（平成 22）年から 8.6％以上減少(令和

2 年国勢調査確定値)するなど、少子高齢化、人口減少がすす進んでいる地方都市です。 

そのような中、75 歳以上人口は、2030(令和 12)年頃にピークを迎えると推測され、これから

も救急や入院、看取りの需要が増大すると考えられます。 

地域医療構想では病床の削減と比較的軽症な患者の在宅医療への移行が前提となっていま

すが、高齢化率の上昇にともない今後ますます在宅医療への需要が高まる中、伊賀地域におい

ては在宅医療提供体制が十分ではなく、また、新型コロナウイルス感染症等の新興感染症の入

院患者に対して適切な医療を提供しつつ、院内感染を防ぎ、患者が安全で安心できる医療を提

供するために予備的な病床が必要であることから、現在の病床を維持しながら安定的な病院経

営を行っていくことが、当院が果たすべき役割であると考えます。 

そして、伊賀地域における３つの地域拠点病院(岡波総合病院、名張市立病院、当院)の一つ

として、医療機能(急性期機能、回復期機能、慢性期機能)のバランスがとれた地域の中核病院

をめざします。 

とくに、二次救急医療については、輪番病院の一つとして、「断らない救急」をモットーに機能の

向上を図りながらその役割を着実に果たし、伊賀地域の救急医療提供体制の充実に貢献しま

す。 

また、他病院と比較してより多くの消化器内科・外科の常勤医師を有する強みを生活かし、令

和 4 年度に次の目的で消化器病センターを設置したところであり、次のアウトカムをめざしていき

ますす。 

・診断・方針決定・治療完結まで、無駄な時間のロスを省いてスピード感のあるワンストップ医療 

を実践する 

・予防医療から在宅医療までがん・消化器疾患のトータルケアを実践する 

・内科診断・外科手術だけでなく、がん化学療法・ゲノム医療・緩和医療・リハビリなど専門領域 

と多面的なアプローチを並行して行うことでより早い回復を図る 

 以上のような機能を向上させるとともに、 

・今後も増加が予想されるがん患者を地域内でケアできる医療体制の構築に貢献しまする。 

また、高齢化率の高い伊賀市において、多数発症している老化関連疾患（脊椎疾患や股関

節・膝関節の変形等の整形外科疾患など）についても対応が必要であり、当院が積極的に果た

すべき役割と考えます。 

さらに、当院は三重県から災害拠点病院 1 の指定を受けており、地震や台風などによる災害が

発生し、通常の医療体制では伊賀地域等で発生する多数の被災者に対して適切な医療を確保

することが困難な状況となった場合に、傷病者の受け入れや医療救護班の派遣を行うを派遣し

災害現場での対応に当たる役割を担っています。また、南海トラフ地震発生時には伊勢湾岸沿

いの病院は大きな被害を受けることが想定されており、多くの被災者等の受入拠点として、また広

域搬送拠点として活動することが求められています。このため、外科及び整形外科の充実や急性

期機能の向上を図るとともに、DMAT2 を中心として訓練を実施するなど災害等発生時の備えに

努めます。 

これらの役割とともに、三重県がん診療連携病院 3(平成 25 年 3 月指定)、在宅療養後方支

援病院 4(平成 27 年 8 月算定開始)及び地域医療支援病院 5(平成 28 年 10 月承認)としての

役割を果たしていきます。 
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② 地域包括ケ

アシステムの

構築に向けて

果たすべき役

割・機能 

伊賀市では、第３次地域福祉計画において、全世代型地域包括ケアシステムの構築を掲げて

おり、その中で地域医療の方向性も示しています。また、第４次地域福祉計画において、引き続

き構築に向けた推進を図っています。 

当院では、伊賀市が地域医療戦略 2025 に掲げる地域医療と地域包括ケアシステムの実現

に向け、三重県がん診療連携病院、在宅療養後方支援病院及び地域医療支援病院として、一

次医療機関、高齢者等施設との連携や、医療・介護連携をはじめとする多職種連携による在宅

患者支援に取り組みます。 

これまでに伊賀地域および県外の 33 の高齢者等施設との地域医療介護ネットワークを築いて

きたところであり、引き続き取り組みを継続していきます。 

また、地域包括ケア病棟 6 を活用し、急性期治療後の患者の在宅復帰支援を充実させるとと

もに、診療所が診ている在宅患者や施設入所者の急変時の入院を受け入れます。レスパイトケア

入院 7 も地域包括ケア病棟の重要な役割の一つですが、新型コロナウイルス感染症の影響等も

あり受入実績が増えていないため、診療所や訪問看護ステーション等との連携を図りながら市民

への周知に努め、利用促進を図ります。 

併設する伊賀市健診センターにおいては、市民健診や人間ドック等の健診を行っています。今

後も、多様な健診メニューを揃え、生活習慣病をはじめ総合的な疾病予防と早期発見・早期治

療に取り組むとともに、市民公開講座や出前講座なども活用し健康増進等に関する啓発を市

民、企業等に対して行います。それにより、国の「第 4 期がん対策推進基本計画」がめざす、「が

ん検診受診率を 60％」にまで高め、早期発見・早期治療によるり、がん罹患率およびがん死亡

率を減少させることにも貢献します。 

 

 

 

  

③ 機能分化・連携強

化 

伊賀地域には岡波総合病院、名張市立病院、当院の３つの地域拠点病院がありますが、

伊賀地域は県内で人口 10 万人当たりの医師数が最も少ない地域であり、とくに医師臨床

研修制度開始後に名張市立病院と当院の医師が大きく減少したこともあり、医療提供体制

が十分とはいえない状態でした。 

このため、三重県の仲介により、3 つの地域拠点病院の機能分化・連携の協議が数回に

わたって行われてきました。 

平成 26 年度から平成 27 年度にかけて開催された「伊賀地域の医療のあり方に関する

懇話会」（構成員：三重大学、三重県、2 市長、3 病院長、各医師会長他）では、伊賀市に

おける急性期医療については岡波総合病院と当院のそれぞれが強みを活かし、機能分担し

ながら提供する体制をとることが適当であり、当院は消化器外科にかかる救急医療や集学

的な治療によるがん医療といった分野について急性期医療を提供することとされました。 

また、一定の回復期病床を担うとともに、在宅医療やがん医療に伴う緩和ケア、在宅患者

の急変時の対応も行うこととされました。 

2017（平成 29)年 3 月に策定された三重県地域医療構想では、３つの地域拠点病院を

中心とした急性期機能の集約化、分化・連携、場合によっては統合について検討していくこと

が想定されるとされました。また、急性期を脱した患者が住み慣れたところで医療を受けられ

るよう、社会情勢の変化も踏まえ３つの地域拠点病院それぞれが一定程度の回復期機能を

担うことを検討するとされました。 

これらの経緯を受け、当院では療養病棟 40 床を 2018(平成 30)年 4 月より地域包括ケ

ア病棟に転換し、一定の回復期機能と在宅医療支援機能を向上させたところです。また、が

んについては、健診センター、化学療法センターを設置し、内視鏡的治療、手術、外来化学

療法、緩和ケア、在宅医療など予防・早期発見から診断・治療、終末期までトータルケアに

取り組んでいます。 
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また、休日及び夜間の二次救急医療については、2008(平成 20)年 4 月から岡波総合

病院、名張市立病院、当院の３地域拠点病院で輪番制を実施しています。 

輪番制については、医師不足により 2010(平成 22)年 8 月に空白日が 2 日発生しました

が、その後は各病院の医師確保等により空白日を生じさせることなく継続しています。長年に

わたって、3 か月ごとに 3 病院および伊賀市、名張市の 5 者協議を行い、救急医療体制を

協議しているところであり、役割分担・機能分化が図られていると考えています。 

今後も、伊賀地域の医療体制の充実に向けて、３病院の強みを活かしながら、必要に応

じて機能分化・連携を進めていくことが重要と考えています。 

なお、当院は三重県から災害拠点病院の指定を受けており、地震や台風などによる災害

が発生し、通常の医療体制では伊賀地域等で発生する多数の被災者に対して適切な医療

を確保することが困難な状況となった場合に、傷病者の受け入れや医療救護班の派遣を行

う役割を担っています。また、南海トラフ地震発生時には伊勢湾岸沿いの病院は大きな被害

を受けることが想定されており、多くの被災者等の受入拠点として、また広域搬送拠点として

活動することが求められています。このため、外科及び整形外科の充実や急性期機能の向

上を図るとともに、DMAT を中心として訓練を実施するなど災害等発生時の備えに努めま

す。 (再掲） 

これからも持続的に市民に安心できる医療を提供できるよう、地域医療を取り巻く環境や

医療動向の変化を見据えながら、地域医療構想調整会議での医療提供体制の方向性に

沿って、伊賀地域３つの地域拠点病院間でのそれぞれの強みを活かした機能分化と病院

間連携を進めていきます。 

  次に、地域の一次医療機関との機能分化・連携について、当院は令和 5 年度に制度が創

設された紹介受診重点医療機関 8 に指定されました。今後さらに地域の診療所との病診連携

の強化を図り、紹介患者の受入体制を充実させるとともに、急性期の治療が終わった患者を診

療所へ逆紹介 9 することにより、機能分化・連携を推進します。 

  次に、伊賀市に隣接する津市に位置し、高度医療や三次救急医療を担う三重大学医学部

附属病院等との病病連携を強化し、急性期医療を終えた回復期の患者の受入れを当院で行

うなどの役割分担を進めます。 

さらに、県外の市町村及び医療機関との連携について、伊賀市は京都府の南山城村及び

笠置町、奈良県の山添村と「伊賀城和定住自立圏」を構成していることから、県境に関係なく

救急を含む患者の受入れを行います。 

また、伊賀市は京都府、滋賀県、奈良県に隣接し、関西圏を生活経済圏としている地域住

民が多いことから、三重県外にあっても当院からの距離と移動時間が三重大学とほぼ同じであ

る滋賀医科大学附属病院や公立甲賀病院、天理よろづ相談所病院、その他民間医療機関

等との連携も強化していきます。 

 

④ 医療機能や医療

の質、連携の強

化等に係る数値

目標 

元年度 

（実績） 

2 年度 

（実績） 

3 年度

（実績） 

4 年度

（実績） 
5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 

 外来延べ患者

数（人） 
69,260 60,191 74,788 72,518 71,980 72,712 73,200 74,176 74,176 

入院延べ患者

数（人） 
71,826 62,514 62,163 62,046 65,700 68,620 70,080 71,905 71,905 

病床稼働率

（％） 
69.8 61.0 60.6 60.5 64.1 66.9 68.3 70.1 70.1 

がん登録者数

(人） 
349 350 333 219 250 250 270 270 270 
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手術件数（件） 
865 864 963 929 1,000 1,050 1,100 1,100 1,100 

在宅復帰率（一

般病棟）（％） 
94.7 94.8 94.5 92.7 92.0 92.0 92.0 92.0 92.0 

在宅復帰率（地

域 包 括 ケ ア 病

棟）（％） 

80.5 82.5 79.1 85.1 85.0 85.0 85.0 85.0 85.0 

紹介率（％） 
72.2 76.2 70.0 79.3 80.0 81.0 82.0 82.0 82.0 

逆紹介率（％） 
94.1 108.5 68.7 82.0 82.0 83.0 84.0 84.0 84.0 

救急車受入台

数（台） 
1,952 1,834 1,913 2,455 2,500 2,550 2,600 2,600 2,600 

人工透析延べ

件数（件） 
7,022 6,649 6,932 6,972 7,000 7,050 7,100 7,100 7,100 

患 者 満 足 度

（％） 
22 26 39 42 60 60 65 65 65 

 

⑤ 一般会計負担の

考え方 

一般会計から公立病院への繰入金については、総務省の繰出基準に基づく繰入金（基

準内繰入金）と繰出基準に基づかない繰入金（基準外繰入金）があります。 

当院は、平成 16 年度の医師臨床研修制度の開始に端を発する医師数の減少により医

業収入が減少したため、基準外繰入金に依存する赤字経営が続いていました。その後、医

師の確保や職員の経営意識の向上を図ったことなどにより、伊賀市から総務省の繰出基準

による繰入金（基準内繰入金）を受けたうえで、平成 30 年度に平成 17 年度以来 13 年ぶ

りに経営黒字化しました、令和 4 年度まで黒字経営を続けています。 

その後間も経営改善を進め、平成 30 年度と令和元年度は基準外繰入金を受け入れた

ものの、令和 2 年度以降は赤字補填の基準外繰入金を受け入れずに黒字経営を続けてお

りておらず、また令和 3 年度の決算では未処理欠損金をなくして未処分利益剰余金を生じ

ることができました。 

良質な医療を継続的に提供し続けるためには、ベースとなる病院経営を安定化させること

が必要であり、今後もさらなる経営改善に努め、基準内繰入金を一般会計に求めるものの、

やむを得ない場合を除き基準外繰入金に頼ることのない病院経営を継続させていくことをめ

ざします。 

 

 

 

⑥ 住民の理解のた

めの取組み 

当院の経営状況や医療提供の内容などを積極的に広報し、市民の理解を得るとともに、

市民からの要望を捉え地域のニーズをアセスメントすることに努めます。 

また、経営強化プランの推進にあたり、関係専門職等への積極的な情報公開と意見聴取

が重要となることから、公開会議である「地域福祉計画推進委員会（市審議会）」において定

期的に進捗状況を報告します。 

患者に安心を提供するとともに、市民にとって親しみやすい病院であり続けるため、市民公

開講座の開催や地域に出向く出前講座など、地域に密着した取り組みを進めていきます。 

さらに、地域医療や地域包括ケアシステム等の推進は、市民、専門機関や関係機関、行

政などが一体となって進めていくことが重要であることから、病院広報紙だけでなく、市広報

紙や社会福祉協議会広報紙等を活用し、公立病院のあり方について市民啓発にも努めると

ともに、市民のニーズに対応していきます。 
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（2）

医

師 

・

看

護

師

等

の

確

保

と

働

き

方

改

革 

 

① 医師・看護師等

の確保 

医師確保については、引き続き三重大学、滋賀医科大学、関西医科大学からの常勤、

非常勤の医師派遣が安定的に継続するとともに、増員を求めるべくが図られるよう各大学と

の関係を密にしていきます。 

また、当院を医師にとって働きやすい魅力ある病院とするための取組みを行い、医師の確

保を目指します。 

その一環として、医師事務作業補助者を増やすとともに、チーム医療 10 に取り組み、診療

業務を多職種にタスクシフト 11 して診断、治療、手術のコア業務に専念できるようにし、医師

の勤務時間の縮減、医療の質と労働生産性の向上を図ります。 

また、学会や大学等への出張の機会を確保するなど、スキルアップを推進する環境の整

備にも努めます。  

看護師確保については、看護師修学資金貸与制度をはじめ、病院実習の受け入れ、潜

在看護師確保のためのカムバックセミナーなどの取組みを行ってきました。また、負担軽減

と看護の質の向上を図るため、令和 4 年度から令和 5 年度にかけて、勤務体制を変則３交

替制から２交替制へ移行したところであり、引き続き働き方改革を進めます。 

また、患者の高齢化に伴う介護度の高まりや新型コロナウイルス感染症への対応で負担

が増しているため、負担軽減の取組みを推進します。 

さらに、各種研修への派遣や認定看護師等の資格取得のサポートに加え、メンター制度

を設け、スキルアップを支援します。これらのキャリア支援制度や産前産後休暇、時短勤務

等の充実した福利厚生制度など、当院で勤務する魅力をホームページ等で広報し確保に

努めます。 

次に、医師、看護師を含むすべての職種の確保のため、育児休業の取得促進に努めま

す。これまで女性職員は 100％取得をしていますが、男性は年々増えているものの 100％

に達していないため、より育児休業を取得しやすい職場づくりを推進します。 

育児休業の次は、勤務時間中に子どもの育児を担う施設が必要となるため、院内保育所

を設置しています。受入児童の人数を増やすとともに、夜勤の職員のため深夜保育を充実

させます。 

なお、女性の比率が高く、女性職員が働きやすい職場であることが求められるため、必要

な制度や設備等を充実させ、三重県の「女性が働きやすい医療機関 12」の認証取得をめざ

します。 

これらの取組みにより、医師と看護師の確保と離職の低下に取り組みます。 

 

 

 

② 臨床研修医の受

入れ等を通じた

若手医師の確保 

当院は、臨床研修制度開始後の 20 年間は基幹型臨床研修病院 13 でありになっていま

せんでしたが、研修施設としての体制を整え、2023（令和 5）年 3 月に三重県より基幹型臨

床研修病院の指定を受け、令和 6 年度より主体的に医師の臨床研修を行える教育病院と

なりました。 

そのため、医師修学資金貸与制度を創設し、初期臨床研修医の確保に力を入れることと

し、長く伊賀地域及び三重県でのキャリアアップを支援します。 

また、伊賀市は三重大学医学部の地域枠 B14 の推薦入学対象地域であることから、これ

まで以上に地域枠医師の育成と地域での社会貢献に力を入れます。 

また、専門医育成プログラムで複数の医療機関をローテーションしながら研修を行う専攻

医（後期研修医）をより多く受け入れられるよう、指導医を確保するなど研修体制を充実させ

ます。 
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③ 医師の働き方改

革への対応 

令和 6 年度から医師の時間外労働規制が開始されます。当院は労働基準法、労働安

全衛生法で規定される「Ａ水準」の病院に該当するため、医師の年間時間外労働時間を

960 時間以内とする必要がありますが、これまでの時間外勤務縮減の取組みにより 960 時

間を超える医師はいない状況です。 

今後も、医師事務作業補助者を増やすとともに、チーム医療に取り組み、診療業務を多

職種にタスクシフトして診断、治療、手術のコア業務に専念できるようにし、医師の勤務時間

の縮減、医療の質と労働生産性の向上を図ります。（再掲） 

令和 4 年度には、労働基準監督署から「断続的な宿直又は日直勤務許可」を得たところ

であり、今後も医師の働き方改革に取り組みます。 

 

 

 

 

 

（３）経営形態の見直し 

公立病院の経営形態には、地方公営企業法財務適用（一部適用）、地方公営企業法全

部適用 15、地方独立行政法人、指定管理の４つがあります。それぞれにメリットとデメリットが

あることから、それぞれの病院の実情等に応じて最もふさわしいと考えられる形態を選ぶ必

要があります。なお、ガイドラインでは、経営形態の見直しに係る選択肢の一つとして民間譲

渡や診療所等への転換など、事業形態の見直しも挙げられています。 

当院は現在、公営企業法財務適用病院となっています。 

現状において、開設者である伊賀市長だけでなく、各種条例や予算への関与を通して市

議会の意向を反映させることができていると考えています。 

また、公営企業法財務適用病院の一般的なデメリットとされる、機動的で弾力的な病院

運営への支障は生じていないと考えています。 

そのため、直ちに経営形態の見直しを行う必要性はないと考えており、公営企業法財務

適用を継続します。 

なお、今後において、医療制度の改革や医療を取り巻く環境の変化に伴って、よりスピー

ディな判断や弾力的な病院運営が必要になったり、予期せぬ状況の変化などが起こることも

考えられますので、当該プランの実施期間中に県内外の病院の事例を調査・検討していき、

最適な経営形態について検討を行います。 
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（４）新興感染症の感染拡大時

等に備えた平時からの取組み 

新型コロナウイルス感染症への対応にあたっては、伊賀地域では二次救急医療対応

と同様に、３つの地域拠点病院がそれぞれに外来、入院対応やワクチン接種等を行い

ました。 

新興感染症の感染拡大時には、一つの病院だけで伊賀地域のすべての感染患者に

対処することは極めて困難と考えられるため、今後も地域拠点病院で分担していくことが

必要と考えます。 

当院では、保健所からの依頼による行政検査や外来に関しては、発熱外来を設置

し、ドライブスルー方式での検査や通常の患者と動線を別にした特別診察室を活用し、

院内への感染持ち込みの防止を図りました。 

また、院内において抗原定量検査およびＰＣＲ検査を実施できるよう機器の整備等を

行い、迅速に検査結果が判明する体制を整えました。院内で陽性患者が出た際には患

者、職員の迅速なスクリーニングが必要であり、自院で検査できることは非常に有効であ

ったと考えています。 

また、三重県から新型コロナウイルス感染症重点医療機関の指定を受け、入院患者

の受け入れを行いました。受け入れにあたっては、他の入院患者への感染を防ぐため、

他の病床と隔離する形で８床の完全陰圧個室からなるコロナ専用病棟を設置し、他の

患者との接触を完全に遮断しました。ただ、入院患者が 8 名を超えた場合もあり、その

際は、ゾーニングをしてコロナ専用病棟に接する個室病床を活用しました。また、必要に

応じて専用病棟外の陰圧個室も活用しました。 

個室にしたことにより、男女に関係なく対応でき、また、認知症患者にも対応しやすか

ったと考えています。 

今後の新興感染症の感染拡大期においても、これらのノウハウと方式を活用しようと

考えています。 

病棟は、平時は一般患者用にも使用し、感染拡大時には感染症病棟として使用しま

す。小康期及び感染拡大期は５床で運用し、まん延期及び緊急的な患者対応期は８床

まで拡大しますが、伊賀地域における病床の逼迫状況によっては、さらに病床を増やせ

るよう準備します。 

また、スタッフの体制整備が重要となりますが、新型コロナウイルス感染症への対応に

おいては、医師、看護師だけでなく、医療技術職員と事務職員が協力しあい、組織を挙

げて対応できたと考えています。 

ただ、新興感染症患者に対応できる医師と看護師の更なる確保が必要と考えます。

感染症患者が増えると通常時以上の職員数が必要になるうえ、家庭あるいは院内で 

感染あるいは濃厚接触者となった場合には一定期間出勤できなくなるため、とくに多くの

人数が必要な看護師については、弾力的な配置転換を行うとともに増員に努めます。 

また、令和 4 年度末時点で感染管理認定看護師が 2 名いますが、令和 6 年度末ま 

でに新たに 1 名に資格を取得させます。 

なお、院内感染の発生と拡大を防ぐため「持ち込まない、広げない」に取り組み、もし

発生した場合でも広がりを最小限に抑えられるよう、職員の教育プログラムを充実させ感

染対応能力の向上を図ります。 

合わせて、メンタルヘルスケア体制の充実を図ります。 

これからも、感染対策に必要となる機器の整備、感染防護具等の確保に努め、また、

気を緩めることなく院内感染対策の徹底を継続し、感染症医療と通常医療の両立を図っ

ていきます。 
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（5） 

施 

設 

・ 

設 

備 

の 

最 

適 

化 

  

① 施設・設備の適正管

理と整備費の抑制 

〇施設・設備に関する投資 

 施設の改修についてはできるだけ計画的に実施するとともに、随時、必要な補修を行

っていきます。また、高額医療機器の更新についてもできるだけ計画的に実施します。 

 ・空調設備更新 令和６年度～令和８年度 

 ・防災設備更新 令和６年度～令和７年度 

 ・透視装置更新 令和６年度～令和７年度（２基） 

 

 なお、本館は 1978(昭和 53)年に、西館は 1996(平成 8)年に建築され、本館は築後

45 年経過しています。このため、地域医療構想調整会議における医療提供体制の検

討にあわせて、老朽化対策について検討を行っていきます。 

 

 

 

 

 

  

② デジタル化への対応 

医療ＤＸ16 の基盤となるオンライン資格確認等システムについては、医療保険事務の

効率化と患者の利便性を向上させるのため、2021 年（令和 3 年）10 月の制度開始と

同時に導入しました。現時点では、薬剤情報や特定健診情報を活用する患者はまだ限

定的な状況であるのため、その有効性の周知に努めていきます。 

電子処方箋の運用については、常勤医師が電子署名を行うためのＨＰＫＩ

（Healthcare Public Key Infrastructure）カードの取得を行い、準備を進めてきたと

ころです。次のステップとして、医療機関、薬局での処方・調剤情報や疑義照会等の情

報連携を目的に、取組みを進めていきます。 

次に、近年、病院に対するサイバー攻撃が増加し、電子カルテの復旧に数か月間を

要し、その間診療に多大な影響を受ける事例が多数報道されています。このため、「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に沿って、恒常的に安全性を見直し、

情報セキュリティ対策を講じていきます。 

医師の働き方改革の推進と病院経営の効率化を図る上でもデジタル化を推進する必

要があります。国が推進する医療ＤＸに遅れることなく取り組むとともに、合わせて情報セ

キュリティ対策を推進していきます。 

これらの取組みを推進していくためには、極めて高い専門性が必要となるため、システ

ムエンジニアを職員として採用するとともに、当該職員を中心として DX を推進する院内

の人材の育成を図ります。 
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(6) 

 

経

営

の

効

率

化

等 

経営指標に係る数値目標 

 

元年度        

（実績）  

2 年度 

（実績） 

3 年度 

（実績）  

4 年度 

（実績）  

5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 

① 

1)収支改善に係るもの  

 医業収支比率（％）17 105.3 96.7 97.2 93.8                        96.1  97.4  98.6  100.1  100.1  

２)収入確保に係るもの  

 

1 日当たり入院患者数(人)  196.2 171.3 170.3 170.0 180  188  192  197  197  

1 日当たり外来患者数(人)  288.6 247.7 309.0 298.4 295  298  300  304  304  

病床利用率（％） 66.7 57.9 57.7 57.6 61.0  63.7  65.0  66.7  66.7  

DPC 係数 18 1.2480 1.3491 1.3604 1.3687 1.3687 1.3873 1.3873 1.3873 1.3873 

３)経費削減に係るもの   

 

材料費の対修正医業収益比率（％）  18.6 18.5 18.0 19.0 18.5  18.3  18.3  17.8  17.8  

薬品費の対修正医業収益比率（％）  10.5 9.5 8.9 9.5 9.5  9.4  9.4  9.1  9.1  

後発薬品の使用割合（％） 91.9 94.5 94.9 94.7 95.0 95.0 95.0 95.0 95.0 

４)経営の安定性に係るもの   

 

純損益（千円） 320,593 221,417 470,715 334,038 23,000 1,000 28,000 104,000 104,000 

医師数（人） 18 19 20 21 21 22 23 23 23 

看護師数（人） 127 134 142 141 151 152 152 152 152 

② 経常収支比率 19 及び修正 

医業収支比率 20 に係る目標 
 

 
経常収支比率（％） 107.1 103.9 108.5 105.3 99.2  98.2 99.3 100.7 100.7 

修正医業収支比率（％） 100.4 91.8 92.4 89.1 91.7  92.9  94.1  95.7  95.7  

 

③ 目標達成に向けた具体的

な取り組み 

当該プランを着実に推進し、医療機能や医療の質、連携の強化、経営の効率化

等に係る目標を達成していくための具体的な取り組みは次のとおりです。 

 

ア  患者数増加のための取組み 

・患者のニーズに沿った医療体制づくりとホスピタリティの向上 

患者の声を聴きながら、施設の改修や設備の更新をできるだけ遅滞なく行いま

す。また、職員の接遇教育やスキルアップに努めます。 

医療の標準化を図り、無駄のない良質な医療を効率的、かつ安全・適正に患者

に提供するとともに、入院から退院にいたるまでの診療過程が患者にわかるクリニ

カルパス 21 を充実させます。 

また、ホスピタリティを向上させ患者から選ばれる病院となるため、院内に設置した

患者意見箱に寄せられた意見について、毎月まとめて改善・対応状況を掲示する

とともに、ホームページでも公表しています。今後も取組みを継続し、施設の環境

改善や設備更新についてはできるだけ速やかに対応します。 

また、会計の待ち時間の短縮のためＰＯＳレジシステム（自動釣銭機）の導入を検

討するとともに、接遇向上のため接遇研修や院内ラウンドを定期的に実施します。 
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   ・ＰＲ活動の強化 

  当院の診療内容、治療や手術の実績などを市民や医療機関を始めとする関係機

関にわかりやすく情報発信します。これまでも当院ホームページや各種広報誌、

医療専門紙等を活用して発信を行ってきましたが、他の医療機関における先進

事例も調査し、当院の強みをより適切に発信します。合わせて、市民公開講座の

開催や出前講座などの地域に密着した取組みを進めます。 

 ・診療所との信頼関係の強化 

地域の診療所との信頼関係を一層深めるため定期的に訪問し、情報交換の機会

を持つとともに、紹介のあった診療所への返書を徹底し、当院への紹介患者を増

やし入院患者数や手術件数の増加にもつなげます。 

    ・レスパイトケア入院の増加 

   診療所や訪問看護ステーション等と連携するとともに発信を強化し、地域包括ケ

ア病棟へのレスパイトケア入院の受入れを増やします。 

イ 収入確保の対策ための取組み 

医療の質を向上させて入院及び外来患者数を増やすとともに、診療報酬 22 請求

の精度向上や、2 年に一度の診療報酬改定への迅速かつ的確な対応、新たな加

算施設基準 23 の取得や、DPC 係数の向上アップにより、診療単価をアップさせ医

業収益を増加させます。 

診療報酬の加算により診療収益を増加させるため、常勤の放射線読影医の確保

をめざします。 

健診センターの健診メニューを見直し、個人だけでなく企業への発信を行うことで

健診受診者の増加を図ります。また、要精密検査者に当院での受診を案内し、患者

数の増加につなげます。 

 

ウ 経費削減・抑制策のための取組み 

医療の提供に支障がない範囲で節約・効率化を図り、各種費用を減額させます。

具体的には、医薬品は後発品の使用割合を高め、診療材料はもちろんやその他

消耗品についても安価な調達に努めます。また、使用電力にデマンド監視装置を

付け、消費電力量の平準化を図るなど、省エネルギーに努めてきましたが、今後

も節電や消費燃料の削減を継続していきます。 

施設管理や医事業務など、委託業務についても業務内容の見直しや契約期間の 

長期化の検討を行い、またより効果的な入札により経費削減に努めます。 

外部委託している画像読影を院内で行うことにより委託料を縮減させるため、常

勤の放射線読影医の確保をめざします。 

エ 職員の経営意識向上のための取組み 

  当院を取り巻く状況や経営に関する情報を、毎月開催している全部門の幹部職員

が集まる会議等で共有を図るとともに、病院全体の目標と各部門別の目標を設定

し実現に取り組みます。また、病院経営に関する院内説明会や職員提案、職員満

足度調査等を実施し、職員の改善意識や経営意識を高め、職員の声を活かしな

がら全職員参加で業務改善を推進します。 

オ マネジメントや事務局体制の強化 
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かつて当院は、医師の減少、患者の減少、収支の悪化、赤字、基準外繰入金の

受け入れ、という負の連鎖に陥った時期がありましたが、これは事務職員の専門性

や職員一人ひとりの経営意識の欠如が大きな要因であったと考えています。平成

26 年度以降、副院長（事務部門）と事務部長に外部人材を採用してから経営は

徐々に改善し、平成 30 年度に 13 年ぶりに黒字化し、さらに令和 2 年度には基準

外繰入金をなくすことができました。 

その後も、民間病院での勤務経験を有するし診療報酬制度や病院運営のノウハ

ウを熟知した複数の職員をプロパー職員として採用したことにより、当院のマネジメン

トや経営能力の向上と経営改善に大きく役立っています。今後も事務職員について

は、行政職員と民間病院経験者が連携する形とします。 

カ 外部アドバイザーの活用 

当面は上記の民間病院経験者のノウハウを活用しながら経営改善に努めます

が、当該プランの進捗が図られない場合には、外部の意見を取り入れるため他病院

で経営改善を成功させたキーパーソン等をアドバイザーに迎えることを検討します。 

④ プラン対象期間中の各年

度の収支計画等 

    

  P1218、P1319 のとおり  

 

  

(7) 

 

点

検 

・

評

価 

・

公

表

等 

 

点検・評価・公表等の体制 

(委員会等を設置する場合そ

の概要） 

財務内容の改善の状況、当院の役割や機能の発揮の状況等について自己点

検、評価を行い、伊賀市地域福祉計画推進委員会（公開会議）において意見を聴

取します。 

 

※ 「伊賀市地域福祉計画推進委員会」は、社会福祉法第 107 条に規定する伊賀

市地域福祉計画に基づき地域福祉の推進を図るための市長の附属機関 

「地域福祉計画」は、社会福祉にかかわる計画の横断的・包括的計画であると

共に、地域医療推進の方向性を含めた、地域包括ケアシステム構築に向けた施

策計画   

 

点検・評価の時期 

 毎年 12 月末時点で自己点検、自己評価を行い、毎年度末までに開催される伊

賀市地域福祉計画推進委員会において報告します。 

 

公表の方法 

 本プランを、伊賀市立上野総合市民病院ホームページにおいて公開するととも

に、市ホームページにおいて、審議会結果として公表します。 

 

 その他特記事項  
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用語説明 

 

1 災害拠点病院 

  災害発生時等に、被災地内の傷病者を受け入れ・搬入できる体制を有するとと

もに、受入拠点となり傷病者の搬送や物資等の輸送を行える機能や DMAT の派遣

機能、地域の医療機関への応急用資器材の貸出し機能等を有する病院。 

 

２ ＤＭＡＴ 

ＤＭＡＴ（ディーマット）は Disaster Medical Assistance Team の略で、災害派

遣医療チームのこと。 

通常の救急医療体制では対応できない大規模な災害や事故等の現場に派遣され、

現場活動や病院支援などを行う専門的な研修・訓練を受けた医療チーム。 

 

３ 三重県がん診療連携病院 

  三重県では、国が指定するがん診療連携拠点病院を中心に、準拠点病院、連携

病院がそれぞれの機能に応じたがん医療を提供するとともに、連携・協力するこ

とにより、がん患者に質の高いがん医療を提供することを目指しています。この

ため、拠点病院に準ずる病院として「三重県がん診療連携準拠点病院」、拠点病院

及び準拠点病院を補完する病院として、「三重県がん診療連携病院」を指定してい

ます。 

 

４ 在宅療養後方支援病院 

在宅医療を提供している医療機関と連携し、あらかじめ希望を届け出ていた患

者の急変時などに 24 時間体制で対応し、必要があれば入院を受け入れる体制を整

えることで、在宅医療機関の支援の役割を担う病院。 

 

５ 地域医療支援病院 

  紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利用の実施等を行い、かかりつ

け医等への支援を通じて地域医療の確保を図る病院として、都道府県が承認する

医療機関。救急医療の提供や地域の医療従事者に対する研修の実施も求められ、

一定の紹介率と逆紹介率が承認要件となっています。 

 

６ 地域包括ケア病棟 

  一般病棟で急性期治療を終了したものの直ぐに自宅や施設へ退院するには不安

のある患者や、自宅や介護施設などで症状が急性増悪して緊急入院した患者に対

して、在宅復帰に向けて診療やリハビリなどを行う病棟。地域包括ケアシステム

を支える病床として、平成２６年度に新設された在宅復帰支援を行うための病棟

です。 

 

７ レスパイトケア入院 

  在宅療養中で医療管理が必要な患者の介護を行っている家族等が病気や冠婚葬

祭等のため介護ができない場合や、介護者が一時的な休息をとる場合に一時的に

利用できる入院のこと。 
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８ 紹介受診重点医療機関 

かかりつけ医等からの紹介状を持って受診をすることに重点を置いた医療機関

で、より高度で専門的な検査や治療を行う医療機関のこと。かかりつけの医療機

関と紹介受診重点医療機関の機能分担の促進を目的としています。 

 

９ 逆紹介 

病院で治療した患者の病状が安定した際、紹介元のかかりつけ医や地域の診療

所等の医療機関に紹介すること。 

 

１０ チーム医療 

一人の患者に対して、医師だけでなく、看護師や薬剤師、放射線技師、管理栄

養士、理学療法士などの複数の医療専門職が連携して、治療やケアに当たること。 

  異なる職種のスタッフが連携し、それぞれの専門スキルを発揮することで、患

者の生活の質（QOL）の維持・向上や早期退院等をサポートします。 

 

１１ タスクシフト 

一定の業務を他者に移管することで、医療においては一般的に医師の業務の一 

部を看護師や薬剤師等に任せる業務移管のこと。 

 

１２ 女性が働きやすい医療機関 

 医師や看護職員をはじめとした女性医療従事者の確保を図るためには、医療機

関の主体的な取組みを通じて、妊娠時・子育て時の当直免除、短時間勤務に係る

制度整備や保育施設の整備等を図りつつ、制度や施設の活用を促す職場の雰囲気

づくり等の勤務環境改善に取り組むことが必要です。このため、三重県では、医

療機関にこれらの導入を促進するため、公的な位置づけによる「女性が働きやす

い医療機関」認証制度を実施しています。 

 

１３ 基幹型臨床研修病院 

  基幹型病院とは、初期臨床研修医を受け入れ教育・育成を単独で行うことが認

められた医療機関のことで、救急医療等の診療実績や指導医の配置状況、研修プ

ログラムの内容などの厳しい指定審査をクリアしたうえで都道府県の指定を受け

ることができます。 

なお、初期臨床研修医とは、医師免許を取得した 1 年目・2 年目の医師のこと

で、基幹型臨床研修病院において２年間の研修を受けることが義務化されていま

す。 

 

１４ 地域枠Ｂ 

  地域枠とは公立大学の医学部における、地元出身者であることや、卒業後の勤

務地域を限定するなどして将来地元で活躍することを出願条件とした募集枠のこ

と。 

  三重大学では、地域枠Ａ、地域枠Ｂ、地域医療枠の３種類の地域枠があり、地

域枠Ｂは三重大学が指定する県内の推薦市町の出身者で、推薦市町長および推薦

病院の推薦を受けた者から選抜されます。 

 

１５ 地方公営企業財務適用（一部適用）、地方公営企業全部適用 

地方公営企業法のうち一部（経営の基本原則や財務に関する規定）だけを適用
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する地方公営企業が「一部適用」です。それに対して、組織および職員の身分取

扱いに関する規定等をふくめ、地方公営企業法を全面的に適用する地方公営企業

が「全部適用」です。 

 

１６ 医療ＤＸ 

DX（ディーエックス）は Digital Transformation の略で、紙などのアナログ情報

と業務プロセスをデジタル化し、その結果デジタル技術が社会に浸透することで、

それまで実現できなかった新たな価値やサービスが創出される社会全体の変革を

意味しています。 

医療ＤＸは医療現場において、デジタル技術を活用することで医療の効率を向

上させるとともに、医療に係る諸情報やデータを活かして病気の予防やより良い

医療の実現を目指しています。 

 

１７ 医業収支比率 

医業収益 / 医業費用（％） 本業である医業に係る収支の状態を表します。 

 

１８ ＤＰＣ係数 

 DPC（Diagnosis Procedure Combination）は「診断群分類」の意味で、DPC 対象病

院とは、入院患者の病名、症状、治療行為をもとに厚生労働省が定めた「診断群

分類」に基づく 1 日当たりの医療費の定額支払制度を導入している病院を言いま

す。DPC 係数は、DPC に基づいて保険請求を行う際、入院基本料等の包括評価に

乗じる係数のことで、人員配置等の施設基準や疾患の複雑性、治療の効率性、救

急の受入実績等で算出されます。 

 

１９ 経常収支比率 

経常収益 / 経常費用（％） 100％を下回ると経営赤字を表します。 

 

２０ 修正医業収支比率 

修正医業収益（医業収益 ― 一般会計からの繰入金等）/ 医業費用（％） 

一般会計からの繰入金等の収入を除いた収支の状態を表します。 

 

２１ クリニカルパス 

より質の高い医療を患者に提供することを目的として、特定の疾患に対して入

院から退院までの検査や治療のスケジュールを経過日ごとに記載した診療計画表

のこと。 

   

２２ 診療報酬 

医療機関に診療等の対価として支払われる費用は「診療報酬」と呼ばれ、厚生

労働大臣が定めた診療報酬点数表に基づいて、医療行為ひとつひとつの点数を足

し合わせて算出した金額になります。患者は、このうち自己負担分（原則 3 割 

年齢や所得に応じて異なる）だけを窓口で支払い、残額については病院が診療報

酬明細書（レセプト）を作成して、医療保険者に請求を行います。診療報酬点数

表は２年に１回見直されます。 

 

２３ 施設基準 

保険医療の一部について、厚生労働大臣が定めた医療機関の機能や設備、診療



17 

体制、安全面やサービス面等の基準で、保険診療報酬の算定要件として定められ

ており、各医療機関は厚生局に届け出る必要があります。 

 

２４ 不良債務比率 

不良債務と医業収益との対応関係から経営状態を測る指標のこと。 

 

資金の不足額（流動負債（建設改良費等の財源に充てるために起こした地方債等

を除く）－ 流動資産） / 医業収益（％） 

 

２５ 資金不足比率 

資金不足額と事業規模である医業収益と比較して、経営状態を示す指標のこと。 

 

（資金の不足額（流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起

こした地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額） / 医業収益 
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団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

元年度
(実績)

2年度
(実績)

3年度
（実績）

4年度
（実績）

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

 区 分

１. ａ 4,223 4,033 4,232 4,292 4,584 4,783 4,922 5,049 5,049

(1) 3,764 3,599 3,779 3,843 4,131 4,330 4,469 4,596 4,596

(2) 459 434 453 449 453 453 453 453 453

198 207 210 213 214 234 236 236 236

２. 348 572 775 797 394 284 284 284 284

(1) 209 133 186 200 127 110 110 110 110

(2) 5 318 435 418 112 2 2 2 2

(3) 82 74 109 127 109 125 125 125 125

(4) 52 47 45 52 46 47 47 47 47

(A) 4,571 4,605 5,007 5,089 4,978 5,067 5,206 5,333 5,333

１. ｂ 4,009 4,169 4,351 4,577 4,768 4,912 4,994 5,045 5,045

(1) ｃ 2,271 2,446 2,574 2,708 2,875 2,965 2,986 3,002 3,002

(2) 747 709 722 773 810 835 860 860 860

(3) 755 774 805 826 830 859 895 930 930

(4) 196 208 239 259 238 238 238 238 238

(5) 40 32 11 11 15 15 15 15 15

２. 257 261 262 258 250 250 250 250 250

(1) 21 18 16 14 14 14 14 14 14

(2) 236 243 246 244 236 236 236 236 236

(B) 4,266 4,430 4,613 4,835 5,018 5,162 5,244 5,295 5,295

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 305 175 394 254 ▲ 40 ▲ 95 ▲ 38 38 38

１. (D) 30 70 102 83 77 110 80 80 80

２. (E) 14 23 25 3 14 14 14 14 14

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 16 47 77 80 63 96 66 66 66

321 222 471 334 23 1 28 104 104

(G) 637 415 ▲ 56 ▲ 390 ▲ 413 ▲ 414 ▲ 442 ▲ 546 ▲ 650

(ｱ) 1,864 1,849 2,238 2,485 2,305 2,350 2,350 2,350 2,350

(ｲ) 1,106 865 860 879 936 930 930 930 930

　

(ｳ)

(Ａ)

（Ｂ）

(ｵ)

ａ

ａ

ｂ

c

a

(H)

ａ

57.9 61.0 63.757.6

98.2

▲ 1,369

100.7

57.7

不
 

良
 

債
 

務

流 動 資 産

流 動 負 債

99.399.2

62.7

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入
(ｴ)

▲ 1,606

▲ 28.1

98.6

▲ 29.9

96.1 97.4

▲ 1,420 ▲ 1,420

▲ 28.9

▲ 1,420 ▲ 1,420

▲ 28.1▲ 29.9 ▲ 29.7

62.0

▲ 29.7

60.7

▲ 28.9

59.5 59.5

▲ 28.1

100.7

100.1 100.1

▲ 28.1

三重県伊賀市
（伊賀市立上野総合市民病院）

▲ 1,369 ▲ 1,420 ▲ 1,420 ▲ 1,420 ▲ 1,420

公立病院経営強化プラン

純 損 益 (C)＋(F)

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

他 会 計 負 担 金 ・ 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

減 価 償 却 費

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

経 常 収 益

特
別
損

益

特 別 利 益

経 常 費 用

そ の 他

材 料 費

経 費

支 払 利 息

そ の 他

特 別 損 失

又 は 未 発 行 の 額

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

収
 
 
 
 
 
 
 
 

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

医 業 外 費 用

累 積 欠 損 金

▲ 1,378▲ 984差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

▲ 24.4

96.7

104.0

▲ 32.6 ▲ 37.4

97.3 93.8

108.5 105.3経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率 ×100

▲ 24.4

▲ 984

60.6

▲ 1,378 ▲ 1,606

▲ 32.6 ▲ 37.4

60.8 63.1

資 金 不 足 比 率 ×100

職員 給与 費対 医業 収益 比率 ×100

地方財政法施行令第15条第１項

により算定した資金の不足額 (H)

病 床 利 用 率 65.0 66.7 66.7

▲ 758

▲ 17.9

66.7

▲ 758

107.1

▲ 17.9

105.3

53.8

24 

25 
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【編集・問い合わせ先】 

 〒５１８－８５０１ 

 三重県伊賀市四十九町３１８４番地 

 伊賀市健康福祉部医療福祉政策課 

 電話：０５９５－２２－９７０５ 

 ＦＡＸ：０５９５－２２－９６７３ 

 MAIL：iryoufukushi@city.iga.lg.jp 

 

〒５１８－８５２３ 

 三重県伊賀市四十九町８３１番地 

 伊賀市立上野総合市民病院事務部病院総務課 

 電話：０５９５－２４－１１１１ 

 ＦＡＸ：０５９５－２４－１５６５ 

 MAIL:byouin-soumu@city.iga.lg.jp 

 


